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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、地球規模課題の解決の鍵となりうるグローバル・タックスについて、国際的
研究動向を調査・研究することで、日本におけるグローバル・タックス研究の水準を上げ
ることを目的に開始された。この目的を達成するために、3 年間で下記の活動を行った。 
●海外調査、ならびに国際会議への出席と研究報告 
●学会報告・研究報告 
●定例研究会 
●政策形成への寄与 
これらの成果として、研究会全員で論文を執筆し、著書を刊行する予定である。 
 

研究成果の概要（英文）： 
   This study was initiated aiming at raising the level of global tax studies in Japan 
through conducting research on the latest international trend on studies on global 
taxes, which could be a key to solving global issues.  Towards this end, the study team 
conducted the following activities in the last three years. 
 
●Overseas Research, Participating in International Conferences for Presentations: 
●Academic Conference Presentations, Research Presentations: 
●Regular Study Meetings:  
●Contribution to Policy Making: 
 

All team members are completing their own papers based on the presentations at 
the study meetings.  These papers will be compiled and published as Scope and 
Challenges of Global Tax (Uemura, Takehiko ed.) by Horitsu Bunka Sha in this 
academic year. 
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研究分野： 政治学 

科研費の分科・細目： 国際関係論 
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１．研究開始当初の背景 

 「誰が、どのようにすれば、地球環境破壊、
貧困や格差、紛争など地球規模問題を解決し、
公正で、平和な持続可能な福祉社会を創造す
ることができるのか」という課題は、すべて
の学問分野、とりわけ国際関係論が率先して
取り組まねばならないテーマである。 

 中でも、①地球規模問題を解決するのに必
要な資金が圧倒的に不足している問題、②巨
額の投機マネーによるカジノ資本主義が巨
大化し、実体経済に多大な悪影響を与えるよ
うになった問題、③このようなグローバル金
融をコントロールするための効果的なグロ
ーバル・ガヴァナンスが欠如している問題、
という３つの課題を打破することなしに、地
球規模課題を解決し、持続可能な世界を構築
することは不可能であろう。 

 そこで本研究チームが注目したのが、グロ
ーバル・タックスである。それは、「グロー
バルな活動にグローバルに課税し、グローバ
ルな活動の負の影響を抑制しつつグローバ
ルに税収を上げ、それをグローバル公共財の
供給に再分配する租税制度」のことをいう。
具体的には、通貨取引税、金融取引税、地球
炭素税、天然資源税、多国籍企業税、武器取
引税などが構想され、航空券連帯税はすでに
実施されている。 

 これらが実現すれば、①地球規模問題を解
決するために必要な資金が安定的に供給さ
れ、②通貨取引税や金融取引税の場合には、
税を通じて投機マネーを抑制して、グローバ
ル金融市場を安定させ、③徴税する以上、グ
ローバル・タックスの実施に伴うグローバ
ル・ガヴァナンスは、必然的に透明で、民主
的で、アカウンタブルにならざるを得ないの
で、グローバル・ガヴァナンスを刷新する契
機となる。 

 以上の背景を持って、本研究はスタートし
た次第である。 

２．研究の目的 

本研究は、地球規模問題の解決と持続可能
なグローバル福祉社会の創造のための新し
い処方箋として注目されるグローバル・タッ
クスについて、その効果、税収と使途、ガヴ
ァナンス、法的・技術的課題の国際的研究動
向を調査・研究することで、日本におけるグ
ローバル・タックス研究の水準を上げ、この
分野における実際の政策形成に寄与するこ
とを目的とする。 

 

 

３．研究の方法 

 本研究の軸は３つある。一つ目は、半年に
１回に開催する定例研究会である。二つ目は、
海外調査である。海外における著名な研究者
へのインタヴューのみならず、毎年開催され
る「革新的開発資金に関するリーディング・
グループ」の総会など関連する国際会議に出
席し、研究報告、資料収集、 インタヴュー
を通じて、最新情報の収集を行う。最後に、
これらの調査・研究成果を最終年に取りまと
めて公開研究会を開催するとともに、それら
の成果に基づいて『グローバル・タックスの
射程と課題』（法律文化社）を刊行する。 
 
４．研究成果 
●海外調査、ならびに国際会議への出席と研
究報告： 
研究代表者は、①革新的開発資金源に関する
国連会議（国連本部）、②金融取引税に関す
る国際セミナー（ブラジル応用経済研究所）、
③第８回革新的開発資金に関するリーディ
ング・グループ総会（外務省）、④Public 
Service International 12th Asia Pacific 
Regional Conference（PSI）、⑤OSF Public 
Health Program Seminar “ Global Health 
Financing: Raising More Money for Health”
（OSF）、⑥第 11 回革新的開発資金に関する
リーディング・グループ総会（フィンランド
外務省）に参加して、研究報告を行った。ま
た、世界銀行、地球環境ファシリティー、適
応基金、国連本部、国連開発計画を訪問して、
キーパーソンにインタヴューや意見交換を
行った。これらの出張を通じて、当該分野の
最新情報を知りえたのみならず、日本の研究
成果を海外に知らしめることができた。 
 
●学会報告・研究報告： 
①International Studies Association（モ
ントリオール、カナダ）、②2011 年度日本平
和学会春季大会（新潟国際情報大学）、③2011
年度国際開発学会秋季大会（名古屋大学）、
④KEPA セミナー（ヘルシンキ、フィンランド）、
⑤国際連帯税フォーラム、⑥国際連帯税創設
を求める議員連盟総会、⑦世界連邦日本国会
委員会総会、⑧環境省政務官勉強会などで研
究報告を行い、グローバル・タックスの最新
の動向と分析を報告し、議論を深めることが
できた。 
 
●定例研究会： 
3 年間で、横浜市立大学、青山学院大学で 2



回、京都大学、立命館大学で 1回ずつ、合計
で 6 回の定例研究会を開催した。とりわけ、
立命館大学の研究会では、第一人者であるヘ
ルシンキ大学のヘイッキ・パトマキ教授をお
招きして研究発表をしていただき、最新の研
究について深い議論ができた。研究会ではこ
れまで重ねてきた知見を共有しつつ、活発な
議論を行い、グローバル・タックス研究の国
際的動向について理解を深めた。また、本研
究終了後の研究成果の出版に向けて、具体的
な検討を行った。 
 
●政策形成への寄与： 
これらの研究成果につき、政府税制調査会、
国際連帯税創設を求める議員連盟や環境省
などから研究報告を求められたが、これはグ
ローバル・タックスに関する日本政府の今後
の政策形成につながるものであると考えら
れる。 
 
なお、これらの成果として、研究会全員で論
文を執筆し、上村雄彦編著『グローバル・タ
ックスの射程と課題』として、法律文化社か
ら刊行する予定である。現在のところ、以下
の構成を取っている。 
 
はじめに： 本報告書の射程と概要（上村雄
彦、横浜市立大学） 
 
第１章：Critical-Reflexive 
Self-Regulation on a Planetary Scale: From 
Privatisation of the Atmosphere to Global 
Taxes and Common Good（ヘイッキ・パトマ
キ、ヘルシンキ大学） 
第２章：金融取引に対する課税の諸構想の比
較分析（上村雄彦、横浜市立大学） 
 
第３章：欧州債務危機の分析（和仁道郎、横
浜市立大学） 
 
第４章：金融取引税の理論と課題（諸富徹、
京都大学） 
 
第５章：タックス・ヘイブンとグローバル金
融規制の動向（金子文夫、横浜市立大学） 
 
第６章：日本における有価証券取引税の歴史
的経緯とその法的評価―国際的な金融取引
税の導入を視野に入れて（三木義一） 
 
第７章：地球炭素税の理論と課題（植田和弘、
京都大学） 
 
第８章：グローバル・ガヴァナンスにおける
NGO の位置─1990 年代 2000 年代の平和 NGO
の実践にもとづく若干の考察（君島東彦、立
命館大学） 

 
第９章：グローバル・タックスとグローバ
ル・ガヴァナンス（上村雄彦、横浜市立大学） 
 
第 10 章：グローバル・タックスの立法化を
めざして（望月爾、立命館大学） 
 
おわりに：今後の展望と課題（上村雄彦、横
浜市立大学） 
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